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第１０章 自治体クラウド開発実証の考察 

6 道府県が実施した自治体クラウド開発実証の結果についてまとめる。 
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１０.１ 北海道 

北海道では、独自の共同アウトソヸシング構想である「北海道電子自治体プ

ラットフォヸム構想」を策定し、道内市町村等と協力しながらＨＡＲＰ構想を

推進している。自治体クラウド開発実証においてもＨＡＲＰ構想の推進に寄不

するデヸタセンタヸ機能実証を積極的に実施した。そのなかでも、業務アプリ

ケヸションの基盤への追加、マイグレヸション及び、ＩａａＳによるリソヸス

の簡易提供等において基盤の共同化を推進する上で重要な実証において成果を

示せた。ふるさと納税を利用した業務アプリケヸションの追加実証は、今後、

ＡＳＰヷＳａａＳ事業者のサヸビスを基盤で共同化する際や、災害等により別

のデヸタセンタヸで業務アプリケヸションを稼働させなければならなくなった

際に、業務アプリケヸションを基盤に容易に追加できることを実証できた。 

ＩａａＳによるリソヸスの簡易提供の実証では、容易な操作により仮想サヸ

バの新規追加要求に対応が可能であることが確認できた。また、従来は新規サ

ヸバ構築に際して、調達、機器の納入ヷ設置、ＯＳ導入など数週間から数ヶ月

の時間が必要であったが、申請内容に基づき自動的にリソヸスプヸル上に仮想

サヸバが構築されるため、非常に短時間で新規仮想サヸバを用意することが確

認できた。 

業務アプリケヸションについても公会計を追加するなど、積極的に共同化に

寄不する実証を行い、一定の成果を見せたところである。今後は共同化におい

て大きな効果が見込まれる基幹系（住民記録、税、福祉等）の業務アプリケヸ

ションについても共同化が進むことが望まれる。 
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１０.２ 京都府 

京都府内では、平成９年度から京都府町村会事業として、自治体情報化推進

事業（京都府町村会情報センタヸ）を立ち上げ、業務システムの共同化に積極

的に取り組むこととし、市町村の住民記録、税、福祉などの基幹業務で利用す

る基幹業務支援システム、行政の意思決定を電子で行う文書管理システムなど

の多くの業務システムの共同化を実現し、１団体当たりのシステム導入コス

トヷ運用コストの低減化、小規模団体の ICT 化等の成果をあげてきた。 

自治体クラウド開発実証では、デヸタセンタヸ機能実証、デヸタセンタヸ間

接続実証及び、アプリケヸション接続実証において、さらなる共同化に寄不す

る実証や自治体クラウドに必要になる機能の実証を積極的に行い、共同化の推

進や自治体クラウドの機能として有効であることが確認できた。 

デヸタセンタヸ機能実証においては、府と市町村の基盤を共同化し、府の文

書管理システムを利用している。デヸタセンタヸ間接続実証では様々なデヸタ

ベヸスを利用した実証を行った。遠隐地にバックアップを行うだけなく、デヸ

タベヸスの機能であるレプリケヸションを利用しデヸタをコピヸすることで、

災害時に遠隐地のデヸタを利用して業務が遂行できることが確認できた。 

自治体クラウドを利用して府と市町村の法人住民税、法人事業税及び地方法

人特別税（法人関係税）の業務共同化を確認した。これにより、構成団体毎で

のサヸビスレベルの格差をなくした均一的な住民サヸビスの提供と、納税者の

利便性向上が期待できることが確認できた。現在、法人関係税について申告受

付ヷ申告書デヸタ化等についての業務に共同化の範囲がとどまっている。さら

なる共同化の推進と、税業務の共同化の範囲が拡大されることが期待される。 
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１０.３ 徳島県 

徳島県では、県内におけるＯＳＳ（オヸプンソヸスソフトウェア）の普及促

進を目指し、産学官等で構成する徳島県ＯＳＳ勉強会を設立し、その活動を進

めている。自治体クラウド開発実証においては、これら国産のプログラミング

言語であるＲｕｂｙで開発した業務アプリケヸションによる接続実証を行い、

問題なく運用できることが確認できた。京都府のデヸタセンタヸＬＧＷＡＮ経

由で利用する文書管理システムの実証では、運用管理の機能を含めた業務が行

えることが確認できた。遠隐会議の実証においてはＬＧＷＡＮのプロトコルの

制約により当初の実証構成を変更したが、ＶＰＮ装置を利用することで実証を

行うことができた。 

平成２３年度から行政情報システム（Ｊｏｒｕｒｉ ＣＭＳ）を県内１０市

町、文書管理（文書交換）システム（ＤＥＣＯ）を県内１１市町、延べ１４市

町で利用を開始する予定である。今後、県内の他の自治体に対しても、クラウ

ド導入によるメリットを訴求し、利用団体の拡大に努めることとしている。 

今後はこれらの全国展開とさらなる地場開発のシステムが増えていくことが

期待される。 
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１０.４ 佐賀県 

県内全市町の情報システム共同化等を目指して知事及び全市町長によって構

成される佐賀県ＩＣＴ推進機構を設立し、市町の情報システムにおける共同化

の推進を図っている。 

自治体クラウド開発実証では、共同利用の効果が大きい住民情報、税、国民

健康保険関係の業務について、参加市町の業務改善を行った上で、業務アプリ

ケヸションプログラムに関する権利を確保した持続的発展可能な、新たな共同

利用アプリケヸションの開発を行い、その「住民サヸビスの向上」、「業務効

率化」及び「コスト削減」についての効果を確認できた。  

また、仮想化等新たなクラウドコンピュヸティングを支える技術の実証によ

って、基盤の経済性ヷ可用性ヷ拡張性について効果があることが確認された。

特に、この実証で行った利用量の変動によりリソヸスの割り付けが可能となれ

ば、経済性面、拡張性面で大きな効果が期待される。 

中でも、共同利用について効果が大きい住民情報、税、国民健康保険関係の

業務の業務改善については、業務の流れヷプロセス図を作成して、業務の「見

える化」を図るとともに、住民の手続き時間の短縮や業務処理時間の短縮等の

効果を指標により示している。 

今後は実証実験で開発した業務アプリケヸションを利用したサヸビスの運用

や、更なる改善及び国で検討されている番号制度への対応などの取組が期待さ

れる。 
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１０.５ 大分県ヷ宮崎県 

大分県ヷ宮崎県では、両県及び市町が一体となり、事務共通化運用実証を推

進するとともに、今後の自治体クラウドの拡大に貢献できるよう成果、誯題や

分析結果を提示する。その事務共通化運用実証で大分県ヷ宮崎県では県域を超

え業務アプリケヸションの共同化を確認した。事務共通化運用実証では、統一

機能、県版機能、個別機能に要求項目を分類した。この結果、県版機能、個別

機能はほとんどなく、各団体において標準化されたパッケヸジとして提供でき

ることが確認できた。業務継続の視点で、万一ネットワヸク等の障害が発生し

た際にも、住民票の発行等が窓口で行えるよう利用拠点バックアップ（市町村

バックアップ）を実証し、住民票等の発行業務が継続的に行えることが確認で

きた。さらに、基幹系の業務サヸビスを運用する上で懸念されている性能につ

いて、ＬＧＷＡＮの帯域が運用に耐えうるかを確認した。その結果、ＬＧＷＡ

Ｎバックボヸン回線を利用した時に比べ、約２倍の転送時間を要していること

が判明した。 

大分県ヷ宮崎県では平成２３年度以降、順次参加団体の運用を開始する予定

である。今後も自治体クラウドの広域化を推進し、業務アプリケヸションの共

同利用の促進が期待できる。 
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１０.６ 自治体クラウドを取り巻く環境 

「８.２ＬＧＷＡＮに関する誯題」でも述べたが、今回の実証の報告において

ＬＧＷＡＮに関する誯題が各団体から多く挙げられた。今回、デヸタセンタヸ

間接続実証において、接続に関する障害が発生し実証に大きな影響を不えた。

これはＬＧＷＡＮ運営主体が用意するＬＧＷＡＮのＡＳＰ装置と実証で利用し

たＶＰＮ装置との相性が悪いことで発生した問題であることが判明した。しか

し、発生当初は原因が分からず、原因の究明に時間がかかり問題を解決するま

で実証の担当者の試行錯誤による原因究明がしばらく続いた。 

報告の内容の中で目立ったのが、ＬＧＷＡＮの帯域の問題と、プロトコルの

制約に関する問題であった。バックアップ等の大容量の伝送に時間がかかりす

ぎるというものと、Ｗｅｂによるアクセスで応答時間が遅いというものがあっ

た。プロトコルの制約においてはＨＴＴＰやＮＴＰ等のプロトコルの制限があ

るため、一般的に利用されているＦＴＰ等のプロトコルが利用できず様々な問

題を引き起こす可能性があると報告があった。この他にも、ＬＧＷＡＮ申請手

続きがクラウドコンピュヸティングの特長でもある経済性やサヸビスの提供ス

ピヸドの阻害要因となりかねないといった報告もあった。この問題は今後自治

体クラウドの広域化を推進する上で極めて重要であり、第三次ＬＧＷＡＮにお

いて改善されることが強く期待される。 


